
つ
い
て
、
自
民
党
は
大
筋
で
了
承
し
ま
し

た
。
骨
子
に
ま
と
め
ら
れ
た
改
正
の
概
要

は
次
の
と
お
り
で
す
。

・�

公
益
通
報
を
理
由
に
解
雇
や
懲
戒
処
分

を
行
な
っ
た
事
業
者
等
に
対
し
て
、
刑

事
罰
を
導
入

・�

事
業
者
に
対
し
て
は
３
０
０
０
万
円
以

下
の
罰
金
、
個
人
に
対
し
て
は
６
か
月

以
下
の
拘
禁
刑
ま
た
は
30
万
円
以
下
の

罰
金
を
科
す

・�

通
報
に
対
処
す
る
従
事
者
の
指
定
義
務

を
怠
っ
た
事
業
者
に
対
し
て
、
国
が
立

入
検
査
を
で
き
る
権
限
を
創
設
す
る
。

是
正
命
令
に
従
わ
な
い
場
合
な
ど
に
対

し
て
は
刑
事
罰
を
導
入

・�

通
報
者
を
特
定
す
る
行
為
を
原
則
禁
止

す
る

　
政
府
は
こ
の
骨
子
を
も
と
に
改
正
法
案

を
作
成
し
、
今
期
通
常
国
会
で
の
改
正
を

目
指
し
て
い
ま
す
。�

こ
れ
か
ら
の
法
改
正
の
動
き

内
部
告
発
者
を
守
る

公
益
通
報
者
保
護
法
の
見
直
し
が
佳
境
に

　
兵
庫
県
知
事
を
め
ぐ
る
内
部
告
発
に
関

す
る
問
題
な
ど
に
よ
り
、
公
益
通
報
者
を

い
か
に
守
る
か
に
つ
い
て
の
議
論
が
活
発

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
昨
年
末
、
消
費
者
庁
が
設
け
た
有
識
者

に
よ
る
「
公
益
通
報
者
保
護
制
度
検
討

会
」
が
報
告
書
を
公
表
し
ま
し
た
。

　
報
告
書
で
は
、
公
益
通
報
者
の
保
護
や

事
業
者
の
体
制
整
備
と
そ
の
実
効
性
に
関

し
、
引
き
続
き
課
題
が
多
く
、
国
民
の
安

心
・
安
全
を
脅
か
す
よ
う
な
不
正
の
発
生

を
防
止
し
、
我
が
国
の
企
業
が
海
外
進
出

や
投
資
な
ど
で
悪
影
響
を
受
け
る
こ
と
が

な
い
よ
う
、
可
能
な
限
り
早
期
に
課
題
に

対
処
し
、
制
度
の
高
度
化
を
図
る
必
要
が

あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、

①�　
事
業
者
に
お
け
る
体
制
整
備
義
務
の

履
行
の
徹
底
や
、
実
効
性
の
向
上
を
図

る
こ
と

②�　
労
働
者
等
に
よ
る
公
益
通
報
を
阻
害

す
る
要
因
に
適
切
に
対
処
す
る
こ
と

③�　
公
益
通
報
を
理
由
と
す
る
不
利
益
な

取
扱
い
を
抑
止
し
、
救
済
措
置
を
強
化

す
る
こ
と

④�　
公
益
通
報
の
実
施
状
況
や
不
利
益
な

マンション老朽化問題対策
　老朽化したマンションの増加等の社
会経済情勢の変化に鑑み、マンション
その他の区分所有建物の建替えや改修
を促進して管理・再生の円滑化等を図
るため、国土交通省は区分所有法の改
正案を通常国会に提出する予定です。
　区分所有建物の再生等の円滑化を図
るため、集会の決議要件の合理化、所
有者不明専有部分管理命令（仮称）制
度の創設、敷地共有者等集会制度の対
象範囲の拡大、マンション管理適正化
支援法人（仮称）の登録制度の創設な
どが、その内容とされています。

海運業の人手不足に対応
　国土交通省は、海運業の人手不足解
消に向けて、海上労働の安全・衛生を
確保するための教育訓練の義務づけ、
地方公共団体による無料の船員職員紹
介事業の創設等の措置等の実現を目的
に、船員法の改正を目指しています。
　あわせて、漁船員の訓練・資格証明
等の基準に関する国際条約の的確な実
施を確保するため、特定漁船の船員の
要件等を定めるとしています。

空の安全の確保
　国土交通省は、航空機の安全を確保
することを目的とする航空法の改正案
を通常国会に提出する予定です。
　内容は、航空機を着陸・離陸させる
操縦を行なう者に対する技能発揮訓練
の義務づけや、滑走路の誤進入を防止
するための施設に関する事項の空港等
の機能に関する基準への追加等の措置
を講ずるとともに、地方管理空港に係
る滑走路等の応急の災害復旧工事の国
土交通大臣による代行制度の創設等の
措置を講ずること等とされています。

再審制の見直し
　袴田事件の再審無罪確定などを契機
に再審制度のあり方が問われていま
す。その見直しに向けて、鈴木馨祐法
務大臣は、改正刑訴法に関する刑事手
続の在り方協議会での協議とは別に、
法制審議会に諮問し、法整備について
検討することを明らかにしました。

注目される法改正の動き

取
扱
い
の
実
態
に
あ
わ
せ
て
、
通
報
主

体
の
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と

等
が
考
え
ら
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
そ
し
て
公
益
通
報
者
保
護
制
度
が
実
効

的
に
機
能
し
、
不
正
が
早
期
に
発
見
・
是

正
さ
れ
、
国
民
の
生
命
・
身
体
・
財
産
そ

の
他
の
利
益
の
保
護
が
確
実
に
図
ら
れ
る

よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

不
当
解
雇
等
へ
の 

刑
事
罰
を
導
入

　
こ
の
報
告
書
を
受
け
、
政
府
が
ま
と
め

た
公
益
通
報
者
保
護
法
改
正
案
の
骨
子
に
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